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○ このプランにおける各年度のサービスの量等の見込みについては、各保険者

（市町及び広域連合）が策定する介護保険事業計画における数値を圏域ごと

に集計して、その結果を県全域で集計したものです。

○ 各保険者がサービスの量等の見込みを定めるに当たっては、サービス利用実

績や利用意向を把握した上で、厚生労働大臣が定めた参酌標準（介護サービ

スの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準）を参考としています。

○ 各保険者の第１号被保険者の保険料は、このサービスの量等の見込みを基に

算出されています。
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被保険者数の見込み

単位：人、％

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H26）

増減率
（対H26）

被保険者数 △1.4%

第１号被保険者

６５～７４歳 △0.3% △0.3% △14.4%

７５歳以上

第２号被保険者 △0.9% △0.6% △0.6% △2.1% △3.6% △6.5%

被保険者数

第１号被保険者

６５～７４歳 △0.5% △0.8% △15.8%

７５歳以上

第２号被保険者 △0.2% △0.1% △0.4%

被保険者数 △0.3% △3.1%

第１号被保険者

６５～７４歳 △12.4%

７５歳以上

第２号被保険者 △1.1% △0.8% △1.1% △2.9% △5.4% △9.5%

被保険者数 △0.1% △0.2% △0.3% △0.5% △1.8% △5.2%

第１号被保険者

６５～７４歳 △0.1% △11.8%

７５歳以上

第２号被保険者 △1.7% △1.2% △1.1% △3.9% △6.9% △11.9%

被保険者数 △1.2% △1.3% △1.4% △3.8% △8.4% △17.0%

第１号被保険者 △0.3% △0.2% △0.1% △2.8% △10.4%

６５～７４歳 △1.7% △1.3% △2.7% △6.8% △24.7%

７５歳以上

第２号被保険者 △3.0% △2.5% △2.9% △8.1% △15.0% △24.8%

東
紀
州
圏
域

３年間の
増減率

全
域

北
勢
圏
域

中
勢
伊
賀
圏
域

南
勢
志
摩
圏
域
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要介護（要支援）認定者数の見込み

単位：人、％、ﾎﾟｲﾝﾄ

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H26）

増減率
（対H26）

要介護（要支援）認定者

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

認定率

要介護（要支援）認定者

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

認定率

要介護（要支援）認定者

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5 △1.4% △1.7% △2.2%

認定率

要介護（要支援）認定者

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

認定率

要介護（要支援）認定者

要支援1

要支援2 △0.7% △1.9% △0.6% △3.1% △1.7% △4.6%

要介護1 △2.8% △1.9% △2.0% △6.5% △9.7% △13.4%

要介護2

要介護3 △0.1% △0.3%

要介護4

要介護5

認定率

※要介護（要支援）認定者は、第１号被保険者及び第２号被保険者にかかる要介護（要支援）認定者になります。

※認定率は、第１号被保険者に占める第１号被保険者にかかる要介護（要支援）認定者の割合です。

東
紀
州
圏
域

３年間の
増減率

全
域

北
勢
圏
域

中
勢
伊
賀
圏
域

南
勢
志
摩
圏
域
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施設・居住系サービス利用者数（全体）の見込み

単位：人／月
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減数
（対前年）

増減数
（対前年）

増減数
（対前年）

増減数
（対H26）

増減数
（対H26）

△ 105 △ 6 △ 110 △ 114 △ 114

△ 60 △ 59 △ 60 △ 60

△ 31 △ 6 △ 37 △ 40 △ 40

△ 2

△ 5 △ 5 △ 4 △ 4

△ 19 △ 19 △ 19 △ 19

△ 1 △ 1

※介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

東
紀
州
圏
域

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型医療施設 ※

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介護

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者
生活介護

介護予防
特定施設
入居者生活介護

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

南
勢
志
摩
圏
域

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型医療施設 ※

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介護

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者
生活介護

介護予防
特定施設
入居者生活介護

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

中
勢
伊
賀
圏
域

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型医療施設 ※

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介護

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者
生活介護

介護予防
特定施設
入居者生活介護

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

介護予防
特定施設
入居者生活介護

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

北
勢
圏
域

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型医療施設 ※

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介護

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者
生活介護

介護予防
特定施設
入居者生活介護

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

全
域

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型医療施設 ※

地域密着型特定施設入居者
生活介護

３年間の
増減数

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介護

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護
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施設・居住系サービスの定員数 ②

【介護専用型特定施設】

・各保険者の整備希望を基に、必要利用定員総数を設定しています。

・各保険者で選定した事業者を県で指定します。

【地域密着型特定施設】

・各保険者の整備希望を基に、必要利用定員総数を設定しています。

【混合型特定施設】

・各保険者の整備希望を基に、入居定員数の70％で必要利用定員総数を設定しています。

・各保険者で選定した事業者を県で指定します。指定に当たり、推定利用定員総数を算出するため

に県が定める割合は70％とします。

・養護老人ホームが特定施設入居者生活介護の指定を受ける場合は、市町と協議を行ったうえで

当該計画の枠外で対応します。

介護専用型特定施設 単位：人

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

増減数 増減数 増減数

（鈴鹿市）

地域密着型特定施設 単位：人

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

増減数 増減数 増減数

中勢伊賀
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

南勢志摩
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

東紀州
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

東紀州
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

３年間の
増減数

全域
必要利用定員総数
（入居定員数）

北勢圏域
必要利用定員総数
（入居定員数）

中勢伊賀
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

南勢志摩
圏域

必要利用定員総数
（入居定員数）

３年間の
増減数

全域
必要利用定員総数
（入居定員数）

北勢圏域
必要利用定員総数
（入居定員数）
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混合型特定施設（介護専用型以外） 単位：人

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

増減数 増減数 増減数

（亀山市） （四日市市）

（伊勢市） （伊勢市） （伊勢市）

（志摩市） （玉城町）

（大紀町）

東紀州
圏域

入居定員数

必要利用定員総数

南勢志摩
圏域

入居定員数

必要利用定員総数

北勢圏域

入居定員数

必要利用定員総数

中勢伊賀
圏域

入居定員数

必要利用定員総数

３年間の
増減数

全域

入居定員数

必要利用定員総数
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施設・居住系サービスの定員数 ③

【養護老人ホーム】

・各市町の老人福祉計画の定員数を積み上げています。

【軽費老人ホーム】

・軽費老人ホームＡ型・Ｂ型については、「経過的軽費老人ホーム」と位置付けられており、ケアハウス

への円滑な転換を進めます。

・ケアハウスについては、住まいの多様化が進む中、一定の整備率を確保できていることから、計画

期間中の新規整備は行いません。ただし、軽費老人ホームＡ型・Ｂ型からの転換を除きます。

単位：人

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

定員数 定員数 増減数 定員数 増減数 定員数 増減数

ケアハウス

軽費老人ホームB型

軽費老人ホームA型

３年間の
増減数

全域

養護老人ホーム
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費用の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護費用

居宅サービス △4.0%

地域密着型サービス

施設サービス

居宅介護支援

予防費用 △1.8% △22.2% △37.6% △29.2%

介護予防サービス △2.5% △26.4% △46.5% △38.3%

地域密着型介護予防サービス

介護予防支援 △0.6%

総費用（合計）

介護費用

居宅サービス △7.2%

地域密着型サービス

施設サービス

居宅介護支援

予防費用 △0.1% △21.0% △40.2% △31.5%

介護予防サービス △0.8% △25.6% △50.1% △42.4%

地域密着型介護予防サービス

介護予防支援

総費用（合計）

介護費用

居宅サービス △7.9%

地域密着型サービス

施設サービス

居宅介護支援

予防費用 △1.9% △21.0% △35.2% △25.8%

介護予防サービス △2.6% △25.5% △45.0% △35.6%

地域密着型介護予防サービス

介護予防支援 △0.4%

総費用（合計）

介護費用

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

居宅介護支援

予防費用 △2.9% △24.2% △34.3% △26.6%

介護予防サービス △3.8% △27.2% △41.1% △33.2%

地域密着型介護予防サービス △5.6%

介護予防支援 △13.2%

総費用（合計）

介護費用

居宅サービス △3.4%

地域密着型サービス

施設サービス △0.1%

居宅介護支援 △1.7%

予防費用 △6.5% △27.5% △43.3% △37.3%

介護予防サービス △7.5% △32.3% △50.3% △43.0%

地域密着型介護予防サービス △0.1% △0.1% △0.1%

介護予防支援 △0.7% △0.8% △3.0%

総費用（合計）

東
紀
州
圏
域

単位：千円／年、％

全
域

北
勢
圏
域

中
勢
伊
賀
圏
域

南
勢
志
摩
圏
域

－ 197 －

第
４
章

計
画
期
間
中
の
サ
ー
ビ
ス
量
等
の
見
込
み





サービス量（全域）の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護サービス

（１）居宅サービス

回

回

回

回

人

回 △19.7%

回

日

日

日 △11.5%

人

人

人

人

（２）地域密着型サービス

人

人

回

人

人

人

人

人

回 皆増 皆増 皆増

（３）介護保険施設サービス

人

人

人 △0.6% △1.0% △1.0%

（４）居宅介護支援 人

介護予防サービス

（１）介護予防サービス

人 △11.2% △53.9% △100.0% △100.0%

回

回

回

人

人 △9.5% △52.8% △100.0% △100.0%

人

日

日

日

人

人

人

人

（２）地域密着型介護予防サービス

回

人

人

（３）介護予防支援 人 △0.7%

※1 介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

※2 単位の考え方 「回：利用者数×回数」、「人：利用者数」、「日：利用者数×日数」

③介護予防認知症対応型共同生活介護

①介護予防認知症対応型通所介護

②介護予防小規模多機能型居宅介護

⑬介護予防住宅改修

⑭介護予防特定施設入居者生活介護

⑪介護予防福祉用具貸与

⑫特定介護予防福祉用具販売

⑨介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦介護予防通所リハビリテーション

⑧介護予防短期入所生活介護

⑤介護予防居宅療養管理指導

⑥介護予防通所介護

③介護予防訪問看護

④介護予防訪問リハビリテーション

①介護予防訪問介護

②介護予防訪問入浴介護

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設 ※1

⑨地域密着型通所介護

①介護老人福祉施設

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧複合型サービス

⑤認知症対応型共同生活介護

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

③認知症対応型通所介護

④小規模多機能型居宅介護

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

⑬住宅改修

⑭特定施設入居者生活介護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

⑨短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

②訪問入浴介護

全
域

①訪問介護

③訪問看護

④訪問リハビリテーション

単位
※2

単位：回／月、日／月、人／月、％

－ 199 －
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サービス量（北勢圏域）の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護サービス

（１）居宅サービス

回

回

回

回

人

回 △24.8% △6.7%

回

日

日

日

人

人

人

人

（２）地域密着型サービス

人

人 - 皆増 皆増 皆増

回

人

人

人

人

人

回 皆増 皆増 皆増

（３）介護保険施設サービス

人

人

人

（４）居宅介護支援 人

介護予防サービス

（１）介護予防サービス

人 △3.4% △47.6% △100.0% △100.0%

回

回

回

人

人 △6.8% △48.1% △100.0% △100.0%

人

日

日

日 - - - -

人

人

人

人

（２）地域密着型介護予防サービス

回

人

人

（３）介護予防支援 人

※1 介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

※2 単位の考え方 「回：利用者数×回数」、「人：利用者数」、「日：利用者数×日数」

③介護予防認知症対応型共同生活介護

①介護予防認知症対応型通所介護

②介護予防小規模多機能型居宅介護

⑬介護予防住宅改修

⑭介護予防特定施設入居者生活介護

⑪介護予防福祉用具貸与

⑫特定介護予防福祉用具販売

⑨介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦介護予防通所リハビリテーション

⑧介護予防短期入所生活介護

⑤介護予防居宅療養管理指導

⑥介護予防通所介護

③介護予防訪問看護

④介護予防訪問リハビリテーション

①介護予防訪問介護

②介護予防訪問入浴介護

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設 ※1

⑨地域密着型通所介護

①介護老人福祉施設

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧複合型サービス

⑤認知症対応型共同生活介護

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

③認知症対応型通所介護

④小規模多機能型居宅介護

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

⑬住宅改修

⑭特定施設入居者生活介護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

⑨短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

②訪問入浴介護

北
勢
圏
域

①訪問介護

③訪問看護

④訪問リハビリテーション

単位

単位：回／月、日／月、人／月、％

－ 200 －



サービス量（中勢伊賀圏域）の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護サービス

（１）居宅サービス

回

回

回

回

人

回 △29.1% △16.6% △9.2%

回

日

日

日 △18.6% △2.6% △1.9%

人

人

人

人

（２）地域密着型サービス

人

人

回

人

人

人

人

人 皆増 皆増 皆増

回 皆増 皆増 皆増

（３）介護保険施設サービス

人

人

人

（４）居宅介護支援 人

介護予防サービス

（１）介護予防サービス

人 △14.2% △54.5% △100.0% △100.0%

回

回

回

人

人 △11.0% △53.5% △100.0% △100.0%

人

日

日

日

人

人

人

人

（２）地域密着型介護予防サービス

回

人

人 △50.0% △50.0%

（３）介護予防支援 人 △0.4%

※1 介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

※2 単位の考え方 「回：利用者数×回数」、「人：利用者数」、「日：利用者数×日数」

③介護予防認知症対応型共同生活介護

①介護予防認知症対応型通所介護

②介護予防小規模多機能型居宅介護

⑬介護予防住宅改修

⑭介護予防特定施設入居者生活介護

⑪介護予防福祉用具貸与

⑫特定介護予防福祉用具販売

⑨介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦介護予防通所リハビリテーション

⑧介護予防短期入所生活介護

⑤介護予防居宅療養管理指導

⑥介護予防通所介護

③介護予防訪問看護

④介護予防訪問リハビリテーション

①介護予防訪問介護

②介護予防訪問入浴介護

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設 ※1

⑨地域密着型通所介護

①介護老人福祉施設

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧複合型サービス

⑤認知症対応型共同生活介護

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

③認知症対応型通所介護

④小規模多機能型居宅介護

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

⑬住宅改修

⑭特定施設入居者生活介護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

⑨短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

②訪問入浴介護

中
勢
伊
賀
圏
域

①訪問介護

③訪問看護

④訪問リハビリテーション

単位

単位：回／月、日／月、人／月、％

－ 201 －

第
４
章

計
画
期
間
中
の
サ
ー
ビ
ス
量
等
の
見
込
み



サービス量（南勢志摩圏域）の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護サービス

（１）居宅サービス

回

回 △0.8%

回

回

人

回 △4.7%

回

日

日

日 - - - -

人

人

人

人

（２）地域密着型サービス

人

人

回

人

人

人

人

人 - - - -

回 皆増 皆増 皆増

（３）介護保険施設サービス

人

人

人 △4.7% △7.1% △7.1%

（４）居宅介護支援 人

介護予防サービス

（１）介護予防サービス

人 △14.9% △58.0% △100.0% △100.0%

回 △100.0% △100.0%

回

回

人

人 △12.6% △60.4% △100.0% △100.0%

人

日

日 △5.6% △79.5% △100.0%

日 - - - -

人

人

人

人

（２）地域密着型介護予防サービス

回

人 △2.9%

人 △18.2%

（３）介護予防支援 人 △13.0%

※1 介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

※2 単位の考え方 「回：利用者数×回数」、「人：利用者数」、「日：利用者数×日数」

③介護予防認知症対応型共同生活介護

①介護予防認知症対応型通所介護

②介護予防小規模多機能型居宅介護

⑬介護予防住宅改修

⑭介護予防特定施設入居者生活介護

⑪介護予防福祉用具貸与

⑫特定介護予防福祉用具販売

⑨介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦介護予防通所リハビリテーション

⑧介護予防短期入所生活介護

⑤介護予防居宅療養管理指導

⑥介護予防通所介護

③介護予防訪問看護

④介護予防訪問リハビリテーション

①介護予防訪問介護

②介護予防訪問入浴介護

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設 ※1

⑨地域密着型通所介護

①介護老人福祉施設

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧複合型サービス

⑤認知症対応型共同生活介護

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

③認知症対応型通所介護

④小規模多機能型居宅介護

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

⑬住宅改修

⑭特定施設入居者生活介護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

⑨短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

②訪問入浴介護

南
勢
志
摩
圏
域

①訪問介護

③訪問看護

④訪問リハビリテーション

単位：回／月、日／月、人／月、％

単位

－ 202 －



サービス量（東紀州圏域）の見込み

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

増減率
（対前年）

増減率
（対前年）

増減率
（対H27）

増減率
（対H27）

介護サービス

（１）居宅サービス

回

回 △3.4% △14.7%

回

回

人

回 △19.4% △13.3% △10.1%

回

日

日

日 - - - -

人

人

人

人

（２）地域密着型サービス

人 - - - -

人 - - - -

回

人

人

人 - - - -

人

人 - - - -

回 皆増 皆増 皆増

（３）介護保険施設サービス

人

人

人

（４）居宅介護支援 人 △2.3%

介護予防サービス

（１）介護予防サービス

人 △20.9% △65.6% △100.0% △100.0%

回 - - - -

回

回

人

人 △11.2% △55.9% △100.0% △100.0%

人

日 △14.3% △12.2%

日 - - - -

日 - - - -

人

人

人

人

（２）地域密着型介護予防サービス

回 - - - -

人

人

（３）介護予防支援 人 △0.5% △0.1% △0.6% △2.7%

※1 介護療養型医療施設は平成２９年度末で廃止される予定です。廃止以降の具体的な転換先は明確ではありませんので平成３２年度以降は「転換施設」として計上しています。

※2 単位の考え方 「回：利用者数×回数」、「人：利用者数」、「日：利用者数×日数」

③介護予防認知症対応型共同生活介護

①介護予防認知症対応型通所介護

②介護予防小規模多機能型居宅介護

⑬介護予防住宅改修

⑭介護予防特定施設入居者生活介護

⑪介護予防福祉用具貸与

⑫特定介護予防福祉用具販売

⑨介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦介護予防通所リハビリテーション

⑧介護予防短期入所生活介護

⑤介護予防居宅療養管理指導

⑥介護予防通所介護

③介護予防訪問看護

④介護予防訪問リハビリテーション

①介護予防訪問介護

②介護予防訪問入浴介護

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設 ※1

⑨地域密着型通所介護

①介護老人福祉施設

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧複合型サービス

⑤認知症対応型共同生活介護

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

③認知症対応型通所介護

④小規模多機能型居宅介護

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

⑬住宅改修

⑭特定施設入居者生活介護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

⑨短期入所療養介護（介護老人保健施設）

⑩短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

④訪問リハビリテーション

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

①訪問介護

②訪問入浴介護

東
紀
州
圏
域

③訪問看護

単位：回／月、日／月、人／月、％

単位

－ 203 －
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－ 204 －


